
Title ３ フランス憲法院における補佐機構

Author(s) 山元, 一

Description 憲法裁判における調査官の役割（The Functions of Law Clerks in the Constitutional Litigation）

Citation 北大法学論集, 66(2), 142[237]-128[251]

Issue Date 2015-07-31

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/59603

Type departmental bulletin paper

File Information lawreview_vol66no2_10.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



資　　　料

［237］ 北法66（2・142）378

フランス憲法院における補佐機構
山元　　一　

　「憲法裁判と調査官制度」という研究テーマに関してフランスを分担する本

報告は、この国の憲法裁判機関である憲法院（Conseil constitutionnel）におけ

る補佐機構について、ごく簡単な紹介を行うことを課題とする。以下、補佐機

構にとっての制度的諸前提（現行違憲審査制と憲法院の組織のありよう）につ

いて簡単に触れた上で〔→Ⅰ〕、判決文作成における調査局の関与の実際につ

いて紹介し〔→Ⅱ〕、それについてごく簡単な検討を加えることとしたい〔→Ⅲ〕。

Ⅰ　補佐機構にとっての制度的諸前提

１　現行違憲審査制度

（１）2008年憲法改正以前の違憲審査制度

　2008年憲法改正以前のフランスの違憲審査制度は、しばしば「憲法裁判のヨー

ロッパ型」に属すると主張されながら1、その名称そのもの2が示すように、憲法

裁判機関としてみた場合、実際にはかなり特異な制度であるといわざるをえな

い。2008年憲法改正以前の違憲審査制度においては、事前審査のみが認められ

ており、その際の提訴権者は、大統領、首相、元老院議長、国民議会議長、60

名以上の元老院議員ないし国民議会議員に限定されていた。（憲法61条２項）。

　憲法裁判機関としての憲法院の特異性を特徴づけるのは、（a）憲法院裁判官

の任命の際の資格要件の不存在、と、（b）法上の当然裁判官の存在、の二つで

ある3。

1 参照、オリヴィエ・ジュアンジャン（山元一・池田晴奈訳）「フランスにおけ
る憲法裁判のモデルと捉え方─批判的総括」山元一＝只野雅人編『フランス憲
政学の動向』（慶應義塾大学出版会、2013年）233頁以下。
2 Conseil constitutionnel であって、Cours constitutionnelle ではない。Conseil
というフランス語に対しては、評議会という訳語が当てられることが多い。ま
た、その構成員については、membre〔メンバー〕という語が用いられ、juge〔裁
判官〕という語は用いられていない。
3 憲法院の重要な任務として、大統領選挙、国民議会議員選挙、元老院選挙に
関する適法性を監視し、選挙争訟を裁定すること、さらには国民投票について



憲法裁判における調査官の役割

［238］北法66（2・141）377

　（a）については、憲法院裁判官4の任命の際に、一定の法的素養を備えている

者であることを求めることが通例であるが、憲法院については、そのような資

格要件は存在していない。そうであるがゆえに、憲法や法について、専門家と

しての知見を一切もたない裁判官が存在することが想定される。最近では、社

会学者として著名な Dominique Schnapper が憲法院裁判官に任命された例が

ある（在任　2001 ～ 2010年）5。本報告のテーマとの関連でいえば、このような

＜素人裁判官＞の存在は、必然的に補佐機構の実際的な影響力を強めることに

なろう。

　憲法院裁判官の構成は、以下の通りである（2015年１月31日現在）。

院長 Jean Louis Debré 司法官→政治家〔内務大臣、国民議会議長、父親

Michel Debré は Charles de Gaulle 大統領の側近・元首相〕6、一般の裁判官

Guy Canivet 司法官〔破毀院院長〕、Renaud Denoix de Saint Marc 行政裁

判官〔コンセイユ・デタ副院長7、政府事務総長、国立行政学院出身〕、

Michel Charass 政治家〔元老院議員、予算大臣〕、Hubert Haenel 司法官（国

立司法学院首席卒業）→政治家〔元老院議員、コンセイユ・デタ論告担当官〕、

Claire Bazy-Maraurie 女性〔健康省病院局長、国立行政学院・会計検査院

出身〕、Nicole Maestracci 女性、司法官〔ルーアン控訴院首席院長、司法

省付司法官、司法官組合運動家〕、Nicole Belloubet 女性、公法学教授〔地

方自治体議員、トゥールーズ市首席助役〕、Lionel Jospin 政治家〔元首相、

国立行政学院・外務省出身〕

の適法性の監視を行うことがある（憲法58-60条）が、本報告では、これらの権
限に関わる問題には、一切立ち入る余裕がない。
4 任期は９年で再任不可である。任命権に関しては、大統領、国民議会議長、
元老院議長が、３年ごとに１名づつ、それぞれ計３名の裁判官を任命する（憲
法56条）。
5 Schnapper は憲法院裁判官を退任後、自らの＜憲法院体験＞を、Une sociologue 
au Conseil Constitutionnel〔憲法院に在籍したある社会学者〕、Gallimard, 2010
　と題する書物で語った。
6 〔 〕内は、前職等を示す。
7 首相が院長の地位を占めるので、実質的には副院長がコンセイユ・デタの実
務上の最高責任者である。
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　このうち、経歴から明確な法学の専門的知見を窺うことのできない裁判官は、

Michel Charass, Claire Bazy-Maraurie, Lionel Jospin の３名である。

　（b）以上の９名の裁判官に加えて、かつて大統領の職にあったものは、当然

に終身の憲法院裁判官となりうる。このような制度は、憲法院を憲法裁判機関

としてとらえることについて、好ましくない規定である、といわざるをえない。

生存する３名の元大統領（① Valéry Giscard d’Éstaing（大統領在任1974-1981

年）、② Jacques Chirac（1995-2007年）、③ Nicolas Sarkozy（2007-2012年））が

法上当然の憲法院裁判官である。このうち Chirac は、大統領退任後憲法院裁

判官に就任したが、汚職事件での捜査の対象となったことと健康状態の悪化に

より2011年３月以降憲法院での活動を辞退し、また、Sarkozy も憲法裁判官に

就任したが、自らの2012年大統領選挙活動資金決算書に関する憲法院の不承認

決定をうけて、2013年７月以降活動を辞退している、といわれる8。Sarkozy は

弁護士出身の政治家であり、この３名のうちでは、唯一法学の専門的知見を有

している。

（２）2008年７月23日の憲法改正による憲法裁判制度の変化

　Sarkozy 大統領主導の下で行われた2008年７月23日の大規模な憲法改正9に

よって、「合憲性優先問題（Questions Prioritaires de Constitutionnalité）」とい

う名称を持つ事後的具体的審査制度が導入された（憲法61条の１）。本制度の

導入によって、事前的抽象的審査制と並んで、コンセイユ・デタないし破毀院

経由で、権利・自由を侵害された一般市民も具体的な事件について、憲法院に

8 cf. http://fr.wikipedia.org/wiki/Liste_des_membres_du_Conseil_
constitutionnel_fran%C3%A7ais　これに対して、François Mitterrand（1981-1995
年在任）は、大統領在職中から健康状態が極めて悪化していたため、憲法院裁
判官に就任しなかった。Marc Guillaume 憲法院事務総長の話によると、Chirac
と Sarkozy はこれまで憲法院での審理に一切参加したことはないのに対して
Giscard d’Éstaing は、2012年に下した約200の判決のうち15回の審理に参加し
た。以下、Marc Guillaume 事務総長の話とは、2013年９月25日に憲法院で行っ
た共同インタヴュー結果を指す。このインタヴューは、井上武史（当時岡山大学、
現在九州大学）、奥村公輔（駒澤大学）、曽我部真裕（京都大学）の諸教授と筆者
の４人で共同の質問票を作成して行ったものである。
9 参照、山元一『現代フランス憲法理論』（信山社、2014年）289頁以下。
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対して違憲審査を求めることができるようになった。本制度の運用を実際的に

可能にするための組織法律の制定により2010年３月10日から施行されるに至

り、現在まで446件の判決が下されている（2010年５月28日～ 2015年１月31日

現在）10従来の事前審査制度については、立法過程における議会以外の他の機

関の関与としてとらえられることも多く、それゆえ、「これまでは立法過程に

かかわる政治的機関の『裁判機関化』が語られてきたわけだが、事後審査では

裁判過程にかかわる正真正銘の裁判機関として憲法院のあり方が問われること

にな」11 ったといえよう。

　さらに、2008年憲法改正によって、従来フリーハンドで決定することが可能

であった大統領と両院議長の憲法院裁判官の任命に関して、新たに議会による

コントロール制が導入され（憲法13条５項および56条１項）、大統領による任

命については常任委員会で有効投票の５分の３以上の反対票があった場合に

は、任命できない（憲法13条５項。2010年７月23日の組織法律838号３条によ

れば、両院において憲法委員会が所管の常任委員会となる。）。これは、現行第

五共和制憲法が生み出した大統領の権限が強大に過ぎる、という批判に対する

反省に基づくものである。

２　憲法院の組織

　ここでは、主に事務組織について述べる。裁判官については、憲法院長と一

般の裁判官からなる。憲法院長は、大統領によって任命される（憲法56条３項）。

（１）事務総局組織の概要

　憲法院事務総局12について規定する法令は、憲法院に関する組織法律につい

ての1958年11月７日のオルドナンス15条と1959年11月13日のデクレである。現

10 2013年２月までに出された255件の判決のうち、違憲判断が26％を占めた。
辻村みよ子「フランス共和国」初宿＝辻村編『新解説世界憲法集』（三省堂、
2014年）243頁。
11 今関源成「フランス憲法院への事後審査制導入」『早稲田法学』85巻３号〔2010
年〕38-39頁。
12 憲法院事務総局については、Guillaume Drago, Contentieux constitutionnel 
français, 3e édition, Presses Universitaires de France, 2011, p. 190 et s. の記述が
詳しい。
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在の憲法院事務総局の構成は、①調査・書記局（service juridique－greffe）、

②広報局（service des relations extérieures）、③資料・図書・インターネット

局（service de documentation-bibliothèque-internet）、④管理・財務局（service 

administratif et finacier）、の計４局によって構成されている。

　Marc Guillaume 事務総長の話によると、組織の規模としては、60人程度の

スタッフ（QPC 導入後に10名の増員がみられた）を擁し、年間予算は約1100万

ユーロ（このうち人件費が、約800万ユーロを占める。）である。恐らくは、諸

外国の憲法裁判所の補佐機構と比べても、またコンセイユ・デタの補佐機構と

比べてもかなり貧弱な陣容に留まっていると思われる13。

（２）事務総長

　事務総長は、院長から委任を受けて、全ての管理運営上の決定について署名

をすることができる（憲法院事務総局の組織に関する1959年11月13日デクレ２

条２項）とともに、「憲法院の諸事務の準備と運営に必要な措置を行うことが

できる」（憲法院事務総局の組織に関する1959年11月13日デクレ３条）。事務総

長経験者である Olivier Schrameck の整理14に従えば、事務総長の具体的な事

務内容は、①憲法院裁判官の補佐活動の統括15、②他の国家機関（両院事務総局

や政府事務総局、選挙争訟の場合は内務省等）との連絡、③憲法院の広報活動

の統括、④外国の憲法裁判機関との交流、⑤憲法院の運営管理と財務管理、で

ある。事務総長は、憲法院長自身によって任命されるのではない。憲法院長の

提案に基づいて、大統領が首相の副署を付したデクレによって任命する仕組み

を取っており、高い権威をもたせる措置が取られている（憲法院事務総局の組

織に関する1959年11月13日デクレ　他の職員は、憲法院長によって任命され

る。）。下の図にあるように、これまで事務総長に就任した７名のうち、実にコ

13 しかし、Marc Guillaume 事務総長の話によれば、年間数千の判決を下すコ
ンセイユ・デタと比べて恵まれている、という。
14 Olivier Schrameck, Le secrétariat général du Conseil constitutionnel, in 
Revue Française de Droit Administratif, 10 (6) nov.-déc. 1994, p. 1211 et s. 
15 Schrameck は、事務総長は、「予備的審理の補助者的役割」を演じている、
という。Olivier Schrameck, Les aspects procéduraux des saisines, in Vingt ans 
de saisine parlentaire du Conseil constitutionnel, Economica=Presses 
Universitaires d’Aix-Marseille, 1995, p. 84. 
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ンセイユ・デタ出身者が７名中６名を占める。このことは、コンセイユ・デタ

が、憲法院の組織運営や判決内容の形成等に絶大な影響を及ぼしていることを

象徴している。Alexandria Ciaudo の指摘によれば、事務総長は、コンセイユ・

デタの「政府委員（commissaire du gouvernement）」16と実質的に同様の役割を

果たしてきた（但し、「政府委員」は、正規の行政裁判官）とされ、外見上政治

的党派性から距離を置いた中立的な人物として映っている、とされる17。憲法

院事務総長は、憲法院のスポークスマンの役割も果たす。俗に、「10番目のメ

ンバー」、「キー・パーソン」、「オーケストラを体現する人物」等、と呼ばれ

る18。

　フランスの憲法裁判研究の第一人者 Dominique Rousseau は、事務総長につ

いて次のような評価を与えている19。「彼は、憲法院における神経的、知的、法的、

政治的な主要な中心人物の一人である。単に再読や署名の時だけはなく、およ

そ全ての決定がなされる際に、必ず彼の執務室を通過する時が訪れる。事件に

ついてのすべての関係書類を収集し、報告担当裁判官に提供するのは彼である

し、関係省庁そして／ないし政府の事務総局の代理人との会合を組織し、それ

を進行させるのは、彼である。そしてさらに、彼を中心に、彼のイニシアチブ

の下で、彼と連携しつつ、報告担当裁判官は報告書を作成し、判決案を起草す

るのである。」

16 2009年２月１日以降は、rapporteur public と呼称変更された。
17 Alexandria Ciaudo, Un acteur spécifique du procès constitutionnel : le 
secrétaire général du Conseil constitutionnel, in Revue Française de Droit 
Constitutionnel, no 73, 2008, p. 17 et s. 
18 Marc Guillaume 事務総長の話によれば、＜10番目のメンバー＞との表現は、
全く不適切である。彼によれば、憲法院がコンセイユ・デタと同様に、選挙訴
訟を取り扱う点で同様の性質の仕事を行っていること、および行政行為につい
ての審査と立法についての審査の共通性があること、により、事務総長として
コンセイユ・デタ出身者が登用されることが圧倒的だ、という。
19 Dominique Rousseau, Droit du contentieux constitutionnel, 9e édition, 
Montchrestien, 2010, p. 82.
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【歴代憲法院事務総長リスト】

氏　　　名 身　　分 在任期間
1 Jacques Boitreaud コンセイユ・デタ評定官 1959-1962
2 Pierre Aupépin de Lamothe-Dreuzy コンセイユ・デタ評定官 1962-1983
3 Bernard Poullain 破毀院判事 1983-1986
4 Bruno Genevois コンセイユ・デタ評定官 1986-1993
5 Olivier Schrameck コンセイユ・デタ評定官 1993-1997
6 Jean-Éric Schoettl コンセイユ・デタ評定官 1997-2007
7 Marc Guillaume コンセイユ・デタ評定官 2007- 現在

　このように、事務総長の本来の職務は、組織としての憲法院の円滑な運営と

対外的活動を統括することであるが、実際には、Ⅱでみるように、判例形成に

大きな役割を果たしている。事務総長は、全ての事件の審理に出席する。また、

過去の事務総長（B. Genevois と J.-É. Schoettl）が極めて積極的に判決の解説論

文を掲載する事態が見られた20（前者は、Annuaire international de justice 

constitutionnel や Revue Française de Droit Administratif に、後者は、Petites 

Affiches に積極的に寄稿した。）。憲法院裁判官の選択が政治的理由に基づくこ

とが当然に想定される制度設計の下で、憲法院事務総長は、憲法院の法的に公

平な判例形成のために重要な役割を果たしている、との評価がある21。

（３）調査・書記局

　憲法院の説明22によれば、調査局は、事務総長の監督の下で憲法院裁判官に

助力を行うことが業務の内容であり、書記官によって補佐を受ける。また、書

20 Marc Guillaume 事務総長の話によれば、彼自身は、前任者たちと異なり、
法律雑誌等での判例解説をしない方針であるという。その理由は、判決につい
て公定解釈を押し付けることにならないためである、とされる。
21 A. Ciaudo, supra note (17), p. 23. 憲法学の泰斗であった Georges Vedel（1980-
1989年在職）は、自らが在職中の事務総長 B. Benevois について、憲法院におけ
る「 良 心 」だ っ た、 と 述 べ た。Georges Vedel (Intervention), in Le Conseil 
constitutionnel a 40 ans, L.G.D.J., 1999, p. 66. 
22 http://www.conseil-constitutionnel.fr/conseil-constitutionnel/francais/le-
conseil-constitutionnel/presentation-generale/les-services-du-conseil/les-
services-du-conseil.25721.html#sj
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記局が調査局に付設されており、訴えや付託の登録やその処理に必要な手続上

の諸行為について責任を負う23。

　調査局は、１名の主席調査官と２名の特命調査官の計３名から構成される（議

会事務局出身者、司法官、コンセイユ・デタ出身の行政裁判官。彼らはいずれ

も出向者である。）24。調査官が３名であることによって多数決で決定を行うこ

とが可能になり、多様な法分野をカヴァーできる、とのことである。また、調

査局の作業を補助するのは、その事務局と研修生（大学院博士課程学生から選

抜される）である。日本と同様に特定の憲法院裁判官に専属的に奉仕する調査

官等は存在せず25、報告担当裁判官となった裁判官以外の裁判官にも求めに応

じて補佐をする。Guillaume 事務総長によれば、判決を下すまでに憲法院に与

えられた期間が非常に短いため、調査局および資料・図書・インターネット局

の全員（約20名）が一人の報告担当裁判官のために働かなければならない、と

23 Delphine Arnoud 調査・書記局主任書記官（greffière en chef du service 
juridique）の話によれば、現在書記担当者６名であるが、QPC を処理するには
十分である。４名の書記官研修生（２ヶ月の研修期間）を受入れて、選挙訴訟
を処理している。Delphine Arnoud 氏の話とは、Guillaume 事務総長と同日に、
同じメンバーで引き続いて行った共同インタヴューの内容をさす。
24 G. Drago, supra note (12), p. 193, André Roux, L’institution, in Michel 
Verpeaux et Maryvonne Bonnard (sous la dir.), Le Conseil constitutionnel, La 
documentation Française, 2007, p. 46. La contribution des services à la prise de 
décision des cours constitutionnelles, les 29 et 30 septembre 2005, in http://
www.conseil-constitutionnel.fr/conseil-constitutionnel/root/bank_mm/pdf/
Conseil/20050930.pdf. た だ し、 実 際 に 自 ら が 調 査 官 を 務 め た Dominique 
Rousseau の説明は、３名の調査官、コンセイユ・デタ出身の１名の特命担当
官（chargé de mission）、司書官（documentaliste）からなる、としており、この
説明とは異なっている。D. Rousseau, supra note (19), pp. 82-83. Rousseau によ
れば、当初は調査官には司法官のみが指名されていたが、のちに公法研究者、
議会事務局出身者（議会法・予算法・財政法の専門家）、行政裁判官なども指名
されるようになった、という。
25 Lionel Brau、資料局主任（chef du service documentation）の話によれば、
QPC の予備審査を行うために研究者（専任講師）を大学の席を残したまま、調
査局に非常勤職員として採用したことがある、という。Lionel Brau 氏の話とは、
Guillaume 事務総長と同日に、同じメンバーで引き続いて行った共同インタ
ヴューの内容をさす。
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いう（事前審査については原則として申立て受理後１ヶ月以内（憲法61条３項）、

事後審査については移送受理後３ヶ月以内に判決を下さなければならない

（2009年12月10日の組織法律1523号23条の10）。）。

（４）広報局

　憲法院の説明26によれば、広報局の任務は、国際交流、そして憲法院と学界

の関係をの発展と調整を行うこと、とりわけ雑誌『新憲法院研究（Nouveaux 

Cahiers du Conseil constitutionnel）』の刊行を行うことである。Caroline Petillon

広報局主任（chef du service des relations extérieures）の話27によれば、同局は、

主任と補佐２名によって構成される。また、憲法院判決集（Recueil des 

décisions du Conseil constitutionnel）の編集・発行およびホームページの外国

語版（英・独・西・伊・アラビア語）の作成も担当しているとのことである。

元事務総長 Schrameck によれば、1993年の移民関係法律についての違憲判決

がもたらした政治的緊張を契機に、政治的に強い攻撃を受ける可能性の高い判

決を出す時には、判決に対する誤解を避けるために広報のあり方の重要性が痛

感された、という28。国際交流においては、ヨーロッパ地域の憲法裁判機関お

よびフランス語圏の憲法裁判機関との交流が重視されている29。

（５）資料・図書・インターネット局

26 http://www.conseil-constitutionnel.fr/conseil-constitutionnel/root/bank/pdf/
conseil-constitutionnel-25721.pdf
27 Caroline Petillon 氏の話とは、Guillaume 事務総長と同日に、同じメンバーで
引き続いて行った共同インタヴューの内容をさす。ちなみに、Petillon 氏は、
民間出身で、憲法院に就職する以前も広報関係の仕事に従事していたとのこと
である。現在の地位は公務員の地位ではない、とのことである。また訪問して
くる高校生を応接する仕事もある、とのことである。
28 Olivier Schrameck, La décision du 13 août 1993 : impressions et leçons d’un 
tonnerre estival, in Les Nouveaux Cahiers du Conseil constitutionnel, no 25, 2009.
29 フランス語圏の憲法裁判機関の交流を促進する目的で、ACCPUF（Association 
des Cours constitutionnelles ayant en partage l’usage du français）が創設され
た。45カ国の憲法裁判機関がメンバーとして名を連ねている。cf. http://www.
accpuf.org/
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　Caroline Petillon 氏の話によれば、本局は1993年に設置された局であり、資

料担当官が置かれている。資料書類の作成を行うことが任務であり、全体は10

名で構成される。このうち、資料担当４名、インターネット担当１名、データ

ベース担当１名、とのことである。また、資料のほとんどは、フランス語文献

（約12,000タイトルの書籍、約80の法律雑誌）であるとのことである。本局の任

務は、調査局と協力し、裁判官を補佐することである。憲法院ホームページの

作成を担当するのも、本局である。また研修生の受入れもしており（研修期間

３ヶ月）、博士課程学生ほかを資料局が選抜ないし推薦を受ける、とのことで

ある。ちなみに、ネット上で、資料担当者（３年の任期付契約）を公募してい

た（2014年６月18日付）。資格要件としては、司書。法情報処理の経験ないし

資格があることが望ましい、とされていた。

（６）管理・財務局

　本局は、憲法院の財務の責任者たる局長とそれを補佐する７名の者からなる。

また、会計監査院からの出向者である上席判事（conseilleur-maître）が会計管

理者（conseiller financier）としての職務を行う30。憲法院の説明31によれば、本

局は、憲法院裁判官その他の人事の管理、予算の作成と執行、建物や工事の管

理、人的物的安全の確保、財政問題一般を処理することを任務とする。また、

情報関係の業務も本局の担当である。

Ⅱ　憲法院における判決形成過程における調査局の関与の実際

　憲法院の補佐機構が具体的にどのような活動をしているかを明らかにするた

めに、2005年に憲法院調査局の責任者が判決形成過程における関与の実際を説

明した記録が公開されている32ので、以下では、それを紹介することにしたい。

30 A. Roux, supra note (24), p. 49. 
31 http://www.conseil-constitutionnel.fr/conseil-constitutionnel/francais/le-
conseil-constitutionnel/presentation-generale/les-services-du-conseil/les-
services-du-conseil.25721.html#sj
32 La contribution des services à la prise de décision des cours 
constitutionnelles, les 29 et 30 septembre 2005, in http://www.conseil-
constitutionnel.fr/conseil-constitutionnel/root/bank_mm/pdf/Conseil/20050930.
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　「合憲性優先問題」制度が導入される以前の事前審査制の下で憲法院が抽象

的審査を行って憲法判断を行うまでに与えられている時間は、大統領による審

署に先立つ１ヶ月という極めて短い期間であり、緊急の状況においては、わず

か８日しか与えられていない（憲法61条３項）。2001年１月１日から2005年ま

での審査期間は、平均13日である。また、抽象的審査であるゆえに、具体的に

適用される際にどのような問題が生じるかを予測して審査を進めなければなら

ない。

　必ず憲法院が違憲審査を行う組織法律等は別として、通常法律については、

それぞれの法律が憲法院に申立てがなされる可能性があるかどうかについて検

討するところから、憲法院の内部の仕事は始まる。法案審議に際して、野党が

審議対象法案とすることについて異議を申立てる場合には、憲法問題が存在し

ていると考えていることを意味し、憲法院への申立ての方針があることがわか

る。また、コンセイユ・デタが非公開であれ法案の違憲性の見解を示している

場合には、憲法院に申立てが行われる可能性が高い。このような段階で、憲法

院院長が事前報告者を指名すれば、申立てを予想した仕事を開始することがで

きる。具体例として、ヨーロッパ憲法条約のケースを挙げることができる。本

条約は、2004年10月29日に調印され、同日に憲法院に違憲性に関する申立てが

大統領によってなされた。問題は、本条約が長大で複雑な条約であることであっ

た。本条約の違憲性については大統領が憲法院に判断を求めることを数ヶ月前

から明らかにしていたので、申立てに先立って、事前報告者が指名された。そ

れゆえ、このケースでは、４ヶ月間の作業期間を確保することができた。ただ、

いつでも申立てがなされるかどうかの憲法院の予測が的中するわけではない。

　実際に、ある法案が憲法院に申立てがおこなわれると報告担当裁判官

（rapporteur）33が院長によって指名され、報告担当裁判官の指示の下で調査局

pdf. 本発言は2005年にスロヴェニアで行われたヨーロッパ憲法裁判所の事務総
長会議でフランスの憲法院調査局の責任者が発言した記録である。憲法院の権
限に属する選挙争訟については、別の方法で行われるとのことである。cf. D. 
Rousseau, supra note (19), pp. 84-85. 
33 Jacques Robert（在任1989-1998年）によれば、報告担当裁判官は、事件ごと
に院長によって指名されるが、その際、院長は、それぞれの経歴・得意分野・
興味関心に即し、また事件数のバランスに考慮し、不公平感が生じないように
配慮しつつ指名する、とされる。Jacques Robert, La garde la République : Le 
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が予備的審理を行い、その所見を他の憲法院裁判官と政府に伝達する。政府が

法案の弁護人としての役割を果たす。

　予備的審理の所見を受けて、調査局と報告担当裁判官は協議を行い、政府へ

の質問を作成し、首相代理者ないし関係省庁の代理者との会議において口頭で

回答を得る34。なお、後日政府の回答を書面化したものが、判決時に同時に公

表される。また、報告担当裁判官の依頼により、職権で提起された違憲問題に

ついては、政府宛の質問書（fiches）が作成されることもある。調査局は法的技

術的問題についての非公開の覚書（notes）を作成する。報告担当裁判官が判決

案を起草する際の参考資料となる。覚書は、事務総長、報告担当裁判官のほか、

報告担当裁判官の同意の下で他の裁判官にも送付される。

　調査局は、資料局や研修生の助力の下で、当該法律と申立て内容の理解に資

するありとあらゆる文献と情報を収集する。具体的には、その調査対象は、議

会議事録、憲法、行政、司法判例、学術論文、比較法・国際法に関する資料等

に及ぶ。調査局は、報告担当裁判官と事務総長の指示の下で、申立てられたあ

るいは職権で取り上げた憲法問題についてのありうる回答案を検討する。

　収集された全ての資料をもとに、調査局は報告担当裁判官と憲法問題につい

ての検討会を開催し、報告担当裁判官は判決案の基本方針を伝える。場合によっ

ては、調査局に追加調査を求めることもある。報告担当裁判官は、他の裁判官、

事務総長、調査局も同席する会議において、専門家に対する意見聴取を行うこ

ともある。

　調査局は、報告担当裁判官の下す基本方針に従って判決案の原案を作成する。

割当を受けた調査官の一人が作成した文案を他の２名の調査官と事務総長に送

り、彼らの所見を元に修正を加えるが、他の調査官も作成に参加する。第一読

会は、３名の調査官によって行う。第二読会は、事務総長、資料担当官、研修

生も加わって行う。そしてその後、報告担当裁判官に判決草案が提出され、そ

の下で１ないし２回の読会が行われる。読会では読み上げが行われ、内容と形

式の両面が検討される。

Conseil constitutionnel raconté par l’un de des membres, Plon, 2000, p. 100 et s. 
cf. D. Rousseau, supra note (19), p. 84. 
34 事前審査の場合、政府の回答は提訴者に回付され、提訴者が更に反論を行え
ば、それに対して政府が再回答をすることがあり得る。
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　当該申立てに関係する手続書類を補完するものとして、調査局の指示の下で

資料局が作成する資料書類が提出される。これに対して、事務総長や報告担当

裁判官が内容の補充を命ずることがある。資料書類は、他の憲法院裁判官が審

理を行う際の重要な資料となる。資料書類は、根拠となる憲法規範、問題となっ

た法律についての議会資料、参考に資する学術論文、現行の法律規定、憲法院

判例（場合によっては、他の国内・ヨーロッパ・他の外国裁判所の判例含まれる）

　調査局の任務は主に報告担当裁判官を補佐することであり、報告担当裁判官

が立場を定めるまでは一定の自律性を有するも、事務総長や調査官が判決を下

すのではないから、ひとたび報告担当裁判官が立場を定めたら、調査官が違う

見解を有していたとしてそれに忠実に従う。

　事務総長と調査官は、憲法院裁判官による合議の場に出席する。院長の要求

があれば、技術的問題や判例の状況等について発言する。調査官は、審理の議

事録を作成する。調査官の活動は、合議制に貫かれている。すなわち、調査局

の内部での合議制、事務総長と調査局との間の合議制、報告担当裁判官との間

の合議制が存在している。

　判決の公表後の「アフターサービス」として、判決集に収録するための判決

の解説、官報の校正原稿の点検、事務総長とともに Cahiers に公表するための

判例解説の執筆を行う。

Ⅲ　若干の検討

　上記、Ⅱにおいて、憲法院事務総長や調査局の調査官が、判決形成過程にお

いてどのような関与を行っているかについてみた。個別意見表明制度がない制

度的条件の下で、このよう過程において実際に彼らが果たしていることは、憲

法院裁判官にとっての補佐的な役割というよりもむしろ指導的な役割ではない

か、と考える余地がある。憲法院裁判官を務めた社会学者 Dominique Schnapper

が退任後に刊行した『憲法院に在籍したある社会学者』35で述べていること見て

いくことによって、この点について確認することにしよう。Schnapper は、事

務総長と報告担当裁判官との間で行われる議論は、憲法院裁判官相互間で行わ

れるよりも、より長時間にわたり、より技術的で、より緊迫したものである、

35 D. Schnapper, supra note (5), p. 286 et s. 
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という。しかも、事務総長が、報告担当裁判官と議論する以前に、判決草案を

作成するために調査官との会議に参加していることが重要である、と指摘す

る36。報告担当裁判官が法律家出身であれば、事務総長が権威的な仕方で指導

を行っていると考える可能性もある、という。おそらくこのような判例形成の

仕方が定着してきたのは、判決が個別意見を付加することを許さず、憲法院の

判決は、憲法院裁判官全体の名前で出されるからではなかろうか。Schnapper

も示唆するように、このような判決形式を円滑に機能させるためには、憲法院

裁判官の内部対立を明確化させ、最終段階で憲法院裁判官による投票によって

判決内容を決定するよりも、憲法院裁判官間の広範なコンセンサスを生み出し

て全員一致で判決を確定させる方向にインセンティヴが生じるであろう。

　憲法解釈は様々な個人的＝政治党派的を闘わせるところからしか生み出され

ない、という伝統に支えられているアメリカ最高裁判所とは異なり、個別意見

表明制度を拒否するフランス37においては、憲法院がたとえ政治的機関によっ

て様々な政治的意見や法律家としての専門的知見の有無にかかわらず任命され

る者たちによって構成される機関ではあっても、憲法院による憲法解釈の正当

性は、結局のところ憲法院という国家機関そのものの組織的権威によって支え

ることができると考えられている。このことは、伝統的に裁判官の法創造作用

に対する強い警戒の念を隠さないフランス法文化に根差している38。そうだと

すれば、フランス憲法院の補佐機構の役割も、根本的にはこのようなフランス

法文化によって規定されている、ということができよう。
　本報告の作成は、井上武史氏（九州大学大学院准教授）の助力がなければ、全くもっ

て不可能であった。井上氏の助力に対して、記して感謝を申し上げる次第である。ま

36 Robert も、「判決草案の作成に積極的に参加する」、と証言している。J. 
Robert, supra note (33), p. 104. 
37 この問題についてのフランスにおける議論状況については、cf. Wanda 
Mastor, Les opinions séparées des juges constitutionnels, Economica=Presses 
Universitaires d’Aix-Marseille, p. 169 et s.
38 Michel Troper (Intervention), in Le Conseil constitutionnel a 40 ans, supra 
note (21), p. 192. 但し、フランス法文化という観念についての最近の批判的検討
として、以下のものがある。Frédéric Audren et Jean-Louis Halpérin, La culture 
juridique française : Entre mythes et réalités XIXe-XXe siècle, CNRS Éditions, 
2013
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た、2013年９月25日に実施したインタヴューの実現に際しては、Dominique Rousseau

氏（パリ第一大学教授）のご尽力の賜物であった。この件についても、記して感謝を

申し上げる次第である。


